
 

 

議会運営委員会 Ｒ４．９．９（金） 

 

 

開 会 １２：５８ 
散 会 １３：０４ 
 

１．意見書案・決議案について 

（１）件名について 
○ 意見書案は、資料１のとおり、自由民主党２件、県民ネットワーク２件、諸 

会派は、日本共産党３件、公明党２件と報告された。 
 

○ 決議案は、各会派なしと報告された。 
 

（２）調整者について 
○ 自由民主党は、定松一生議員、県民ネットワークは野田勝人議員、諸会派 

は、日本共産党は井上祐輔議員、公明党は木村雄一議員、一人会派は議員 
自身と報告された。 
 

２．請願の提出状況及び議案の委員会付託について 

○ 事務局から、請願は提出なし。議案の委員会付託は資料２～２－２のとおり

説明された。 

 

３．特別委員会の開催順序について 

○ ９月２０日に「新型コロナウイルス感染症対策等特別委員会」、「新幹線問

題対策等特別委員会」、「決算特別委員会」の順で継続審査手続きのための委

員会を開催し、その後、「佐賀空港・有明海問題対策等特別委員会」を行うこ

とが申し合わされた。 
 

４．次回議会運営委員会等の開催日時について 

○ 次回の議会運営委員会の開催日時は、委員長報告日（９月２１日）の午前 
１０時、本会議の開議時間は、午前１１時目途と申し合わされた。 

 

５．その他 

○ 本日の本会議の再開時間は、午後１時３０分目途と申し合わされた。 
 

６．執行部発言の有○無  



令和４年９月定例会意見書・決議（案）一覧 
                         （令和４年９月９日） 

                                                                                         

＜意見書（案）＞ 

提 出 会 派 件         名 備  考 

自 由 民 主 党 国民の祝日「海の日」の７月２０日への固定化を

求める意見書（案）  
自 由 民 主 党 
県民ネットワーク

日 本 共 産 党 
公 明 党 

私学助成の充実強化等に関する意見書（案）  

県民ネットワーク 
会計年度任用職員の処遇改善にむけた法改正と

雇用安定に関する意見書（案）  

日 本 共 産 党 安倍元首相の「国葬」中止を求める意見書（案）  

〃 
旧統一協会と政治家の関係をただすことを求め

る意見書（案）  

公 明 党 
女性デジタル人材育成を強力に推進するための

支援を求める意見書（案）  
 
 
 

＜決議（案）＞ 

提 出 会 派 件         名 備  考 

― ― ― 

 
 

資料 No.１



令和４年９月定例会 議案付託表（案） 

委員会名 甲  号  議  案 乙  号  議  案 

総 務 
常任委員会 

○甲第４１号 令４ 一般会計補正予算（４号）中 
・第１条第１項及び第２項第１表の歳入の全部と歳出の２款総務費

のうち次の項目を除く分（１項１目・１１目と２項２目の地域交
流部関係、１項１目の県民環境部関係、１項１目の産業労働部関
係、２項１目、２項２目のＳＡＧＡ２０２４・ＳＳＰ推進局関
係、２項２目の農林水産部関係、２項３目）、１０款教育費の１項
８目の関係分 

・第２条第２表の関係分（債務負担行為補正） 
・第４条第４表（地方債補正） 
○甲第４２号 令４ 財政調整積立金特別会計補正予算（１号） 
○甲第４３号 令４ 公債管理特別会計補正予算（１号） 
  

○乙第５４号 県職員の定年等に関する条例の一部改正 
○乙第５５号 県職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備に関す

る条例 
○乙第５６号 県職員給与条例の一部改正 
○乙第５７号 県職員の退職手当に関する条例等の一部改正 
○乙第５８号 県職員の育児休業等に関する条例の一部改正 
○乙第５９号 職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正 
○乙第６０号 森林環境税条例の一部改正 
○乙第６１号 県議会議員又は知事の選挙における選挙運動用自動車

の使用及びポスター等の作成の公営に関する条例の一
部改正 

○乙第６４号 県事業に対する市町の負担について 
○乙第６９号 公安委員会委員の任命について 
 

文 教 厚 生 
常任委員会 

○甲第４１号 令４ 一般会計補正予算（４号）中 
・第１条第２項第１表の歳出の２款総務費の１項１目の関係分、２

項１目、３款民生費のうち１項１目のＳＡＧＡ２０２４・ＳＳＰ
推進局関係を除く分、４款衛生費のうち２項３目の県土整備部関
係を除く分、１０款教育費のうち次の項目を除く分（１項８目の
総務部関係、６項３目・７目、６項１２目の文化・観光局関係） 

・第２条第２表の関係分（債務負担行為補正） 
○甲第４５号 令４ 国民健康保険事業特別会計補正予算（１号） 
 

○乙第６２号 公立学校職員給与条例等の一部改正 
○乙第６３号 市町立学校県費負担教職員の定年等に関する条例及び 

市町立学校県費負担教職員の退職手当に関する条例の 
一部改正 

○乙第６８号 県有財産の取得について 

農 林 水 産 
商 工 
常任委員会 

○甲第４１号 令４ 一般会計補正予算（４号）中 
・第１条第２項第１表の歳出の２款総務費の１項１目と２項２目の

関係分、５款労働費、６款農林水産業費、７款商工費のうち３項
を除く分、１１款災害復旧費 

・第３条第３表の関係分（繰越明許費補正） 
○甲第４６号 令４ 工業用水道事業会計補正予算（１号） 
 

○乙第６５号 国営土地改良事業に対する市町の負担について 
○乙第６６号 県営土地改良事業に対する市町の負担について 
○乙第６７号 独立行政法人水資源機構事業に対する市町の負担につ

いて 
 

資料 No.２



 

委員会名 甲  号  議  案 乙  号  議  案 

地 域 交 流 
・県土整備 
常任委員会 

○甲第４１号 令４ 一般会計補正予算（４号）中 
・第１条第２項第１表の歳出の２款総務費の１項１目・１１目と２

項２目の関係分、２項３目、３款民生費の１項１目の関係分、４
款衛生費の２項３目の関係分、７款商工費の３項、８款土木費、
１０款教育費の６項３目・７目、６項１２目の関係分 

・第２条第２表の関係分（債務負担行為補正） 
・第３条第３表の関係分（繰越明許費補正） 
○甲第４４号 令４ 港湾整備事業特別会計補正予算（１号） 
 

 

決 算 
特別委員会 

 
 

○乙第７０号 令３ 歳入歳出決算の認定について 
○乙第７１号 令３ 工業用水道事業決算の認定について 

 

資料 No.２－２


